
岡山市介護保険被保険者に係る障害福祉サービスの支給決定手続等に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，法令及び岡山市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律の障害福祉サービス等の支給決定に関する基準（以下「支給決定基準」と

いう。）に定めるもののほか，被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第

９条に規定する被保険者をいう。以下同じ。）に係る障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）

の規定に基づく障害福祉サービスの支給に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，法において使用する用語の例による。 

２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)  要介護状態認定区分等  介護保険法第７条第１項に規定する要介護状態認定区分

及び同条第２項に規定する要支援状態認定区分をいう。 

(2)  ケアプラン 介護保険法第８条第２４項に規定する居宅サービス計画及び同法第

８条の２第１６項に規定する介護予防サービス計画、介護保険法施行規則第６４条

第１項第１号ニに規定する計画をいう。 

(3)  要介護認定等 介護保険法第１９条に規定する要介護認定及び要支援認定をいう。 

(4)  介護保険サービス 介護保険法第２０条に規定する介護給付等をいう。 

 （介護保険被保険者に対する障害福祉サービスの支給決定における基本原則） 

第３条 市長は，被保険者である障害者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があ

った場合には，当該申請を行った者（以下「申請者」という。）について，次に掲げ

る事項を勘案し，この要綱の定めるところにより，当該障害福祉サービスの支給決定

を行うものとする。 

(1) 申請者の障害福祉サービスの利用に関する具体的な意向及び障害福祉サービスを

必要とする理由 

(2) 申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受

けることができることの可否 



(3) 申請者の心身の状況 

(4) その他申請者に関し介護保険サービスと障害福祉サービスを併給するに当たり必

要な事項 

２ 市長は，申請者が，介護保険サービスと障害福祉サービスを併給する場合には，法

第７条に基づき決定するものとし，原則として，介護保険サービスにより必要な支援を

受けることができるときは，当該介護保険サービスを受けることができる範囲を除いて

決定するものとする。この場合において，当該介護保険サービスを受けることができる

範囲とは，当該介護保険サービスを支給限度額まで利用していることとする。 

 （介護保険被保険者である障害福祉サービスの支給対象者） 

第４条 市長は，申請者から申請があった場合，申請に係る障害福祉サービスに相当する

介護保険サービスにより必要な支援を受けることが可能と判断され，かつ，当該サー

ビスの利用について介護保険法の規定による保険給付を受けることができない次のと

きには，その限りにおいて，介護給付等を支給するものとする。 

(1) 介護保険法第７条第３項に規定する要介護者又は同条第４項に規定する要支援者で

ある在宅の障害者の申請に係る障害福祉サービスについて，市長が適当と認める支

給量が，当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービスに係る保険給付の居宅

介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準

額の制約から，介護保険のケアプラン上において介護保険サービスのみによって確

保することができないものと認められる場合（介護保険の支給限度額までサービス

を利用している場合に限る。） 

(2) 利用可能な介護保険サービスに係る事業所又は施設が身近にない，利用定員に空き

がない等，当該障害者が現に申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サー

ビスを利用することが困難と市長が認める場合（当該事情が解消されるまでの期間

に限る。） 

(3) 介護保険サービスによる支援を受けることが可能な障害者が，介護保険法に基づく

要介護認定等を受けた結果，非該当と判定された場合等，当該介護保険サービスを

利用できない場合であって，なお当該申請に係る障害福祉サービスによる支援が必

要と市長が認める場合（介護給付費に係るサービスについては、必要な障害支援区



分が認定された場合に限る。） 

２ 市長は，サービスの内容や機能から，介護保険サービスには相当するものがない障害

福祉サービス固有のものと認められるものについては，当該障害福祉サービスに係る

介護給付費等を支給する。 

 （上乗せ支給対象障害福祉サービス） 

第５条 市長は，第４条第１項第１号又は第２号に掲げる障害福祉サービスの支給決定を

行う場合，次の表を参考としつつ，障害福祉サービスの種類や利用者の状況に応じて，

当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを特定するものとする。 

障害福祉サービス 介護保険サービス 

居宅介護 

家事援助  訪問介護（生活援助） 

身体介護  訪問介護（身体介護） 

通院等介助 訪問介護（通院等乗降介助） 

重度訪問介護 
居宅内  訪問介護（身体・生活）  

移動中介護 訪問介護（通院等乗降介助） 

生活介護 通所介護（デイサービス）等 

短期入所 短期入所 

自立訓練 機能訓練 通所リハビリ等 

 （横出し支給対象障害福祉サービス） 

第６条 第４条第２項に規定する障害福祉サービスは，概ね同行援護，行動援護，自立訓

練（生活訓練），就労移行支援，就労継続支援等のサービスとする。ただし，市長が

必要と認める場合には，この限りでない。 

 （障害福祉サービス支給に当たっての事前相談） 

第７条 前条の規定により支給決定を受けようとする障害者は，障害福祉サービスの支給

が円滑に行なわれるよう，支給決定を受けようとする障害福祉サービスに関し次に掲

げる事項について，申請前に市長に対し相談を行うよう努めなければならない。 

(1)  必要とする支援の具体的内容 

(2)  障害福祉サービスの支給を必要とする理由 

(3)  障害支援区分の認定状況  



(4)  要介護状態認定区分等の認定状況 

(5)  介護保険サービスの利用状況 

 （障害福祉サービスの上乗せ決定に係る支給申請等） 

第８条 第４条第１項第１号又は第２号に該当する法第２０条第１項,第２４条第１項に

基づく申請を行う障害者は，法に基づく障害福祉サービス利用に係る申請書（様式第

１号。障害支援区分の認定に係る申請書を含む。以下同じ。）のほか，次に掲げる書

類を市長に提出しなければならない。 

(1) 居宅サービス計画（1）（第１表）（介護保険サービス計画書の様式及び課題分析

標準項目の提示について（平成１１年１１月１２日老企２９厚生老人保険福祉局企

画課長通知。以下「課長通知」という。）別紙１第１表） 

(2) 居宅サービス計画（2）（第 2 表）（課長通知別紙１第２表） 

(3) 週間サービス計画表（第 3 表）（課長通知別紙１第３表） 

(4) サービス利用票（第 6 表）（課長通知別紙１第６表） 

(5) サービス利用票別表（第 7 表）（課長通知別紙１第７表） 

(6) サービス早見表（様式第２号） 

(7) 障害者総合支援法ホームヘルプウィークリープラン（様式第３号） 

 (8) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請を行う場合，法第２２条第４項及び第５項に定めるサービス等利用計画案

の提出は要しないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，申請者が申請する障害福祉サービスの支給量が支給決定

基準第６条に定める非定型の決定を要する場合その他市長が必要と認める場合にあっ

ては，申請者は，市長の求めに応じ，前項の書類に加え，法第２２条第４項又は第５

項に規定するサービス等利用計画案を市長に提出しなければならない。 

 （障害福祉サービスの上乗せ決定に係る申請の時期） 

第９条 前条の申請は，要介護認定等の申請後でなければ行うことができないものとする。 

 （障害福祉サービスの支給申請と障害支援区分の認定等との関係） 

第１０条 申請者は，第８条の申請を行なうに当たり，心身の状況等により市長が障害支

援区分又は要介護状態区分等の変更の認定の必要があると認める場合には,あらかじめ



当該変更の認定を受けなければならないものとする。 

 （障害福祉サービスの上乗せ決定に係る支給決定） 

第１１条 市長は，第８条の申請があった場合，第３条に規定する事項，申請のあったサ

ービスの種類,支給量等が適切なものであるかどうか勘案し，支給を決定する。 

２ 前項の場合，市長は,概ね次の事項についての整合性等を勘案し必要なサービスの種

類，支給量等を決定するものとする。 

(1)  直近のサービス等利用計画に記載されているサービス種類及び支給量と申請内容 

(2)  直近の障害福祉サービス及び介護保険サービスの利用状況と申請内容 

(3)  ケアプランで必要とされるサービス及び支給量と利用者が希望するサービス及び

支給量 

(4)  ケアプランと障害支援区分認定審査会資料と申請内容 

(5) 障害支援区分認定調査等における支援の必要性と申請内容 

３ 市長は，支給決定に当たり必要と認められる場合，申請者若しくはケアマネージャー

に対し聴き取り又は必要と認める書類の提出を求めることができる。 

４ 市長は，前３項の規定により支給決定の必要性について勘案を行い，必要と認められ

る場合には，その必要性に応じ申請のあった障害福祉サービスの支給内容を変更して

決定を行うことができる。 

５ 市長は，次の場合には，障害福祉サービスの支給を行わないものとする。 

(1) 介護保険サービスを介護支給限度額まで利用していない場合 

(2)障害福祉サービスの支給の必要性が認められない場合 

 （介護保険非該当の場合における障害福祉サービスの支給申請） 

第１２条 第４条第１項第２号に該当する法第２０条第１項,第２４条第１項に基づく申

請を行う障害者は，法に基づく障害福祉サービス利用に係る申請書のほか，法第２２

条第４項又は第５項に規定するサービス等利用計画案，介護保険の認定が非該当であ

ることが確認できる書類その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければなら

ない。 

 （介護保険非該当の場合における障害福祉サービスの支給決定） 

第１３条 第１１条の規定は，前条の申請があった場合の支給決定において準用する。こ



の場合において，「ケアプラン」とあるのは「サービス等利用計画案」と読み替える

ものとする。 

 （横出し決定の場合における障害福祉サービスの支給申請） 

第１４条 第８条及び第１１条の規定は，第４条第２項の申請を行う場合及び当該申請が

あった場合の支給決定において，適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，申請者が要介護認定等を受けていない場合に申請

を行うときは，第８条第１項各号に掲げる書類にかえて，法第２２条第４項又は第５

項に規定するサービス等利用計画案を提出させるものとする。 

（介護保険被保険者に対する障害福祉サービスの支給量） 

第１５条 支給決定を行なう支給量は，支給決定基準に定めるところによる。 

 （介護保険被保険者に対する障害福祉サービス支給決定有効期間） 

第１６条 支給決定の有効期間は，原則として，「介護給付費等に係る支給決定事務等に

ついて（平成１９年障発０３２３０２厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通

知）」によるものとする。ただし，申請内容により必要と認められる場合には,この限

りでない。 

 （岡山市総合支援審査会等への意見聴取） 

第１７条 市長は,第１１条から第１３条までの規定により支給決定を行う場合であって,

次に掲げるときには，あらかじめ，法第２０条第２項の規定により，法第１５条に規

定基づく岡山市総合支援審査会その他の法に定める機関の意見を聴くものとする。 

(1)  支給決定基準第６条に定める非定型の支給決定を行う場合 

(2)  申請内容を変更して決定を行う場合（支給量等の軽微な変更を除く。） 

(3)  不支給とする決定を行う場合 

(4)  支給決定を行おうとする案が支給決定基準と大きく乖離する場合 

(5)  市長が特に必要と認める場合 

２ 前項第１号の場合において，次のいずれにも該当するときには，前項の規定に基づく

意見聴取は要しない。 

(1)  非定型の障害福祉サービスの支給決定を受けている障害者が，同様の障害福祉サ

ービスの支給申請を行った場合であって，当該支給申請時に現に支給を受けている



障害福祉サービスの内容と当該支給申請により支給を受けようとする障害福祉サー

ビスの内容とを比べたときに，サービスの種類、支給量に変更（軽微な変更を除

く。）がないと認められるとき。 

(2)  前号の障害福祉サービスの支給申請に係る支給要否の決定を行う場合において，

法第２２条第１項の厚生労働省令で定める事項を勘案して，支給決定内容の変更を

行う必要がないと認められるとき。 

 （委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか，被保険者の障害福祉サービスの支給決定に関し

必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は，決裁日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年８月１日より施行する。 

 

 

 


